
 

 

 

令 和 ３ 年 度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

にかほ市公営企業会計決算審査意見書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にかほ市監査委員 
 

 

 

 

 

 



 



 

目        次 

 

にかほ市公営企業会計決算審査意見   

  審査の対象、期間、方法 ……………………………………………………………… １ 

  審査の結果及び意見 …………………………………………………………………… １ 

●水道事業会計  

  １ 業務実績について ………………………………………………………………… ２ 

  ２ 経営成績について ………………………………………………………………… ３ 

  ３ 建設改良費について ……………………………………………………………… ４ 

  ４ 企業債について …………………………………………………………………… ５ 

  ５ 経営分析について ………………………………………………………………… ５ 

 ６ むすび ……………………………………………………………………………… ９ 

決算概要  

１ 予算の執行状況 …………………………………………………………………… 10 

２ 経営成績 …………………………………………………………………………… 13 

３ 財政状態 …………………………………………………………………………… 17 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

凡   例 

 

１ 文中及び表中の千円、万円単位の金額、比率は原則として表示単位未満を 

 四捨五入した。従って、内訳の計が合計と一致しない場合もある。 

 

 

２ 表中の記号「△」はマイナスを、「－」は該当数値のないものを表す。 
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令和３年度公営企業会計決算の審査意見について  

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された、令和３年度にかほ市

水道事業会計決算及びその関係書類を審査したので、その結果について次のとおり意

見を提出する。 
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令和３年度 公営企業会計決算審査意見  

 

第１ 審査の対象  

   令和３年度にかほ市水道事業会計決算  

 

第２ 審査の期間    

令和４年７月１３日から令和４年８月１９日まで 

 

第３ 審査の方法  

    審査にあたっては、水道事業会計決算書等が地方公営企業法（昭和 27 年法律第

292 号）及びその他の関係法令に準拠して作成され、その計数は正確か、事業の経

営成績及び財政状況を適正に表示しているかを検証するため、会計帳簿、証拠書

類との照合など必要と認める審査を実施した。  

審査に当たっては、関係書類、帳簿について関係職員から説明を求め、地方公

営企業経営の基本原則である経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として審査を

行った。 

 

第４ 審査の結果及び意見  

   審査に付された水道事業会計の決算書、財務諸表及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳簿並びに証書類と符合し、

正確であると認めた。また、水道事業の経営状況及び当年度末の財政状況を適正

に表示していると認めた。  

   概要等及び意見は次のとおりである。  
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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業務実績について 

 本年度末の給水戸数は、前年度比７１戸増の１０，７９２戸となっている。 

 また、年間給水量は、前年比１．０％増の３，３３５，６４４ｍ３となっている。人口

減少の影響により、家事用の使用量は減少しているが、営業用・団体用・工業用・臨時用

の使用量は増加している。 

 施設利用率は、前年比０．８％減の４２．２％となっている。 

 なお、区分別の年度末需要家戸数及び年間給水量の推移は次表のとおりである。 

 

（単位：戸・ｍ 3） 

区   分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度比較 

家 事 用 
戸  数 9,158 9,207 9,239 32 

給 水 量 2,192,586 2,227,247 2,181,843 △45,404 

営 業 用 
戸 数 414 408 409 1 

給 水 量 338,986 298,940 304,481 5,541 

団 体 用 
戸 数 656 661 666 5 

給 水 量 372,178 367,108 384,190 17,082 

工 業 用 
戸 数 26 27 27 0 

給 水 量 377,259 400,681 450,291 49,610 

臨 時 用 
戸 数 435 418 451 33 

給 水 量 12,523 10,026 14,839 4,813 

合 計 
戸 数 10,689 10,721 10,792 71 

給 水 量 3,293,532 3,304,002 3,335,644 31,642 
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（年間給水量の推移）                        

 

 

 

２ 経営成績について 

 事業収益では、前年度比１，５３６万９千円（2.7％）増の５億８，０４０万５千円とな

っている。 

 事業費用では、前年度比２６１万８千円（0.5％）減の５億６，７８５万３千円となって

いる。 

経費の主な内訳は、資産減耗費で６３８万４千円（214.9％）、配水及び給水費で１８３

万２千円（4.5％）の増となったが、総係費で２００万７千円（3.1％）、支払利息で１６６

万２千円（5.4％）増、貸倒損失で５８４万円(皆減)となっている。 

 総収益から総費用を差し引いた収支では、前年度５４３万６千円の赤字から本年度は１，

７９８万７千円（330.9％）増の１，２５５万２千円の黒字となっている。（※記載金額税

抜） 

 なお、区分別の年間給水収益の推移は次表のとおりである。 

2,192,586 2,227,247 2,181,843 

338,986 298,940 304,481 

372,178 367,108 384,190 

377,259 400,681 450,291 

12,523 10,026 14,839 
0
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家事用 営業用 団体用 工業用 臨時用 (単位：ｍ 3) 
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（年間給水収益の推移）                     （単位：円） 

区   分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度比較 

家 事 用 235,516,675 239,579,955 235,253,683 △4,326,272 

営 業 用 63,816,752 56,747,607 57,760,812 1,013,205 

団 体 用 71,905,752 71,365,762 74,402,599 3,036.837 

工 業 用 75,376,620 79,998,426 90,204,517 10,206,091 

臨 時 用 9,348,684 7,907,710 10,898,380 2,990,670 

合 計 455,964,483 455,599,460 468,519,991 12,920,531 

 

（総収益・総費用・純損益の推移）           （単位：千円） 

 

 

３ 建設改良費について 

 建設改良費の総額は１億４，１２７万５千円であり、その内訳は、公共下水道関連工事

である。（※記載金額税込） 

 予算現額に対する執行率は８８．７％となっている。地方公営企業法第２６条の規定に

よる繰越額は１５７万３千円である。 
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（単位：千円） 

区   分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度比較 

公共下水道関連工事 70,272 24,826 0 △24,826 

石綿ｾﾒﾝﾄ管更新工事 34,136 28,248 0 △28,248 

そ の 他 213,291 108,243 141,275 33,032 

合 計 317,699 161,317 141,275 △20,042 

 

４ 企業債について 

 企業債の状況については、本年度借入金が２，１００万円、本年度償還額が１億７３２

万５千円で、本年度末残高は２４億５，５３５万２千円となっている。 

 企業債利息は前年度３，０５２万１千円から、本年度は２，８８５万９千円となってい

る。 

 

５ 経営分析について 

 （１）経営成績を示す収益比率等の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度比較 

営 業 収 支 比 率 91.1 88.6 90.2 1.6 

経 常 収 支 比 率 102.7 100.0 102.3 2.3 

純利益対総収益比率 2.6 △1.0 2.2 3.2 

 

 ○営業収支比率 【（営業収益－受託工事収益）÷(営業費用－受託工事費用）×100】 

  営業活動によってもたらされた営業収益と、さらにそれに要した営業費用とを対比 

 して営業活動の能率を示すものであり、大きいほどよく１００％以上が理想とされる。 

  本年度は９０．２％で、前年度に比べ１．６％上昇している。 
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 ○経常収支比率 【経常収益÷経常費用×100】 

  経常的な収益と費用の関係を示すもので、数値は大きいほど良く１００％以上が理

想とされる。 

  本年度は１０２．３％で、前年度に比べ２．３％上昇している。 

 

 

 ○純利益対総収益比率 【当年度純利益÷総収益×100】 

  総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を示すものである。

本年度は２．２％で、前年度に比べ３．２％上昇している。 

 

91.1

88.6

90.2

87

88

89

90

91

92

令和元年度 令和2年度 令和3年度

102.7

100.0 

102.3 

98

99

100

101

102

103

令和元年度 令和2年度 令和3年度

2.6

-1

2.2

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

令和元年度 令和2年度 令和3年度



- 7 - 

 

令和３年度は、人口減少により家事用の給水収益は減少したが、その他は増加した。今

後も給水量の減少及び維持管理経費等の増加に備え、引き続き運営の効率化に最善の努力

を求めるものである。 

 

（２）財務比率を示す主要比率の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度比較 

自 己 資 本 構 成 比 率 63.8 63.3 64.2 0.9 

固定資産対長期資本比率 94.0 92.4 91.8 △0.6 

流 動 比 率 339.8 301.0 324.5 23.5 

当 座 比 率 337.5 299.8 323.2 23.4 

 

 

 ○自己資本構成比率  

【（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債・資本合計）×100】 

  総資本に占める自己資本の割合を示すもので、比率が高いほど経営の安定性は大き 

いとされている。 

  本年度は６４．２％で、前年度に比べ０，９％上昇している。 
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○固定資産対長期資本比率  

【固定資産÷（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×100】 

 固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきとの立場から、少

なくとも１００％以下であることが望ましく、１００％を超えた場合は固定資産に対

して過大投資が行われたものと言える。 

 本年度は９１.８％で、前年度に比べ０．６％低下している。 

 

 

○流動比率【流動資産÷流動負債×100】 

○当座比率【（現金預金＋未収金）÷流動負債×100】 

 短期における支払能力を示す流動比率は３２４．５％で、理想比率とされる２００％

を上回っている。また当座比率は３２３．２％で理想比率とされる１００％を上回っ

ている。  
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以上のとおり、財政状況は概ね良好な状態にあると判断されるが、現状をより的確 

  に分析し、さらなる経営改善を図られるよう願うものである。 

 

６ むすび 

 水道事業の経営状況は、総収益から総費用を差し引いた当年度純利益は、前年度５４３

万６千円の赤字から、１，７９８万７千円上回る１，２５５万１千円の黒字となっている。  

 その要因は、人口減少等により家事用は減少しているが、主要な市内製造業の業績が好

調なことに伴い工業用の使用量が増加していることや（前年度比１２．４％増）、水道施設

の突発的な修繕や漏水工事が想定よりも少なかったことなどによる。 

 令和３年度には、笹森クリーンセンター内に設置済みの監視端末装置及び管理サーバ装

置と、横根浄水場、畑配水場、釜ヶ台浄水場に設置する監視子局装置とを接続し、施設監

視・各種データの記録保存及び帳票出力等の処理を自動的に行うシステムを構築した。監

視システムを構築・改良することにより市内各所の広範囲に点在する上水道施設・設備の

情報を親局のパソコンに集約することで、現場に向かわずに確認することができるように

なり、異常が発生した場合においても早急に対応が可能となった。 

 今後も、更なる人口減少等による給水収益の減少や維持管理経費の増加が見込まれ、厳

しい経営環境が想定される。このことから、持続可能な水道事業を実現するため、新水道

ビジョンを基に事業を進め、アセットマネジメント継続による将来を見据えた計画のもと

に健全な経営、事業執行に努める必要がある。  

 

※新水道ビジョン：水道の目指すべき理想像を示し、その実現のために現状分析と課題

抽出を行い、今後取り組むべき方策を定めることを目的として「安全」「強靭」「持続」

の３つの項目に分けて策定(令和４年度より実施) 

 

 ※アセットマネジメント(資産管理)：持続可能な水道事業を実現するために、中長期的

な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に水道施設

を管理運営する体系化された実践活動(令和３年度より実施) 

 

◎事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態の詳細は、次に述べるとおりである。 
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水 道 事 業 会 計 

１ 予算の執行状況 

(1) 収益的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業収益 608,870,000 628,920,406 20,050,406 103.3 

営業収益 518,052,000 534,426,744 16,374,744 103.2 

営業外収益 90,815,000 94,429,059 3,614,059 104,0 

特別利益 3,000 64,603 61,603 2,153.4 

 収益的収入の決算額は、６億２，８９２万円で、予算額に対して１０３．３％の執行率

となり、２，００５万円上回っている。その内訳は、営業収益５億３，４４２万７千円、

営業外収益９，４４２万９千円、特別利益６万 4 千円である。 

 

(2) 収益的支出  

                    （単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

不 用 額 

（Ａ）－（Ｂ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業費用 627,682,000 586,490,113 41,191,887 93.4 

営業費用 593,127,000 557,338,497 35,788,503 94.0 

営業外費用 29,551,000 28,858,552 692,448 97.7 

特別損失 1,004,000 293,064 710,936 29.2 

予備費 4,000,000 0 4,000,000 0.0 

 収益的支出の決算額は、５億８，６４９万円で、予算額に対して９３．４％の執行率と

なり４，１１９万２千円下回っている。その内訳は、営業費用５億５，７３３万８千円、

営業外費用２，８８５万９千円、特別損失２９万３千円である。 
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(3) 資本的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

資本的収入 58,820,000 58,925,543 105,543 100.2 

企業債 21,000,000 21,000,000 0 100.0 

負担金 16,550,000 16,654,126 104,126 100.6 

出資金 21,270,000 21,271,417 1,417 100.0 

 資本的収入の決算額は５，８９２万６千円で、予算額に対して１００．２％の執行率と

なり、１０万６千円上回っている。その内訳は、企業債２，１００万円、負担金１，６６

５万４千円、出資金２，１２７万１千円となっている。 

 

(4) 資本的支出                      

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

翌年度 

繰越額（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

執行率 

(B)/(A) 

資本的支出 266,526,000 248,599,971 1,573,000 16,353,029 93.3 

建設改良費 159,200,000 141,274,559 1,573,000 16,352,441 88.7 

企業債償還金 107,326,000 107,325,412 0 588 100.0 

 資本的支出の決算額は２億４，８６０万円で、予算額に対して９３．３％の執行率とな

り、１，６３５万３千円下回っている。その内訳は、建設改良費１億４，１２７万５千円、

企業債償還１億７３２万５千円となっている。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億８，９６７万４，４２８円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，０２１万４，２７２円、過年度分損益

勘定留保資金１億７，９４６万１５６円で補てんしている。 
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(5) 予算に定められた限度額等について 

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用すること

のできない経費、及び第１０条たな卸資産購入限度額については、いずれも適正に執行

されており、その内訳は次のとおりである。 

 

（単位：円、（税込）） 

予 算 区 分 
議決額 

（Ａ） 

執行額 

（Ｂ） 

比 較 

（Ｂ）－（Ａ） 
付  記 

企 業 債 21.000.000 21,000,000 0  

一 時 借 入 金 70,000,000 0 △70,000,000  

職 員 給 与 費 60,681,000 50,752,902 △9,928,098  

交 際 費 100,000 0 △100,000  

た な 卸 資 産 

購 入 限 度 額 
11,000,000 6,132,676 △4,867,324 

 

 



- 13 - 

 

２ 経営成績 

(1)収益及び費用について 

  事業活動及び経営成績は、事業報告書、損益計算書に示されており、その概要は次の 

とおりである。                        （単位：円、（税抜）） 

収  益 費  用 損  益 

営 業 収 益 485,944,445 営 業 費 用 538,701,558 営 業 損 益 △52,757,113 

営業外収益 94,395,632 営業外費用 28,858,552 営業外損益 65,537,080 

特 別 利 益 64,603 特 別 損 失 293,064 特 別 損 益 △228,461 

総 収 益 580,404,680 総 費 用 567,853,174 当年度純損益 12,551,506 

 当年度の損益は、営業外損益で６，５５３万７，０８０円の利益、営業損益で５，２７

５万７，１１３円、特別損益で２２万８，４６１円の損失となっており、この結果、当年

度は１，２５５万１，５０６円の利益となっている。 

 

(2)営業損益の対前年度比較                 （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

区 分 

令和元年度 

（Ａ） 

令和２年度 

（Ｂ） 

令和 3 年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B)×100 

営 業 収 益 473,577,328 473,301,963 485,944,445 12,642,482 2.7 

 給 水 収 益 455,964,483 455,599,460 468,519,991 12,920,531 2.8 

受 託 工 事 収 益 0 0 0 0 0 

その他営業収益 17,612,845 17,702,503 17,424,454 △278，049 △1.6 

営 業 費 用 519,915,770 534,027,576 538,701,558 4,673,982 0.9 

 原水及び浄水費 96,982,047 117,675,336 116,730,040 △945,296 △0.8 

配水及び給水費 43,365,355 41,172,739 43,005,028 1,832,289 4.5 

受 託 工 事 費 0 0 0 0 0 

業 務 費 11,012,455 12,150,251 11,879,225 △271,026 △2.2 

総 係 費 66,112,287 65,092,313 63,084,904 △2,007,409 △3.1 

減 価 償 却 費 296,507,725 294,965,747 294,646,714 △319,033 △0.1 

資 産 減 耗 費 5,935,901 2,971,190 9,355,647 6,384,457 214.9 

営 業 損 益 △46,338,442 △60,725,613 △52,757,113 7.968,500 △13.1 
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 営業収益を前年度と比較すると１，２６４万２，４８２円（2.7％）増加しており、項目

別にみると、給水収益１，２９２万５３１円（2.8％）の増、その他営業収益２７万８，０

４９円（1.6％）の減となっている。 

 営業費用を前年度と比較すると４６７万３，９８２円（0.9％）増加しており、項目別に

みると主なものは、原水及び浄水費９４万５，２９６円（0.8％）、業務費２７万１，０２

６円（2.2％）の減、資産減耗費６３８万４，４５７円（214.9％）、配水及び給水費１８３

万２，２８９円（4.5％）の増となっている。 

 この結果、営業損益は前年度に比較して損失が７９６万８，５００円（13.1％）増加し、

５，２７５万７，１１３円の損失となっている。 

 

(3)営業外損益の対前年度比較 

（単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

令和元年度

（Ａ） 

令和 2 年度 

（Ｂ） 

令和 3 年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 外 収 益 93,513,805 91,126,433 94,395,632 3,269,199 3.6 

 受取利息及び配当金 5，597 6,409 7,109 700 10.9 

補 助 金 5,802,669 5,566,413 5,369,695 △196,718 △3.5 

長期前受金戻入 87,573,831 85,217,324 88,666,272 3,448,948 4.0 

雑 収 益 131,708 336,287 352,556 16,269 4.8 

営 業 外 費 用 32,257,338 30,520,772 28,858,552 △1,662,220 △5.4 

 支 払 利 息 及 び 

企業債取扱諸費 
32,257,338 30,520,772 28,858,552 △1,662,220 △5.4 

営 業 外 損 益 61,256,467 60,605,661 65,537,080 4,931,419 8.1 

 営業外収益を前年度と比較すると３２６万９，１９９円（3.6％）増加しており、項目別

に見ると主なものは、長期前受金戻入３４４万８，９４８円（4.0％）の増、雑収益１万６，

２６９円（4.8％）の増となっている。 

 営業外費用は１６６万２，２２０円（5.4％）減少しており、これは支払利息及び企業債

取扱諸費によるものである。 

 この結果営業外損益は、前年比４９３万１，４１９円（8.1％）増の６，５５３万７，０

８０円の利益となっている。 
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(4)特別損益の対前年度比較  

              （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

令和元年度 

（Ａ） 

令和 2 年度

（Ｂ） 

令和 3 年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

特 別 利 益 70,049 607,271 64，603 △542,668 △89.4 

 固 定 資 産 売 却 益 0 534,063 0 △534,063 △100.0 

過年度損益修正益 0 0 0 0 0.0 

その他特別利益 70,049 73,208 64，603 △8,605 △11.8 

特 別 損 失 193,771 5,923,282 293，064 △5,630,218 △95.1 

 過年度損益修正損 193,771 83,010 293，064 210,054 253.0 

貸倒損失 0 5,840,272 0 △5,840,272 △100.0 

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0 0 0.0 

特 別 損 益 △123,722 △5,316,011 △228，461 5,087,550 △95.7 

特別損益を前年度と比較すると、特別利益は５４万２，６６８円（89.4％）減少してい

る。これは固定資産売却益がないことによるものである。 

特別損失は５６３万２１８円（95.1％）減少しており、項目別にみると債権の相手方の

破産に伴う貸倒損失がなかったことによるものである。 

この結果、特別損益は５０８万７，５５０円の利益となっている。 
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(5)収益、費用、損益及び利益剰余金等の推移 

        （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

令和元年度

（Ａ） 

令和 2 年度 

（Ｂ） 

令和 3 年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 収 益 473,577,328 473,301,963 485,944,445 12,642,482 2.7 

営 業 費 用 519,915,770 534,027,576 538,701,558 4,673,982 0.9 

営 業 損 益 △46,338,442 △60,725,613 △52,757,113 7,968,500 △13.1 

営 業 外 収 益 93,513,805 91,126,433 94,395,632 3,269,199 3.6 

営 業 外 費 用 32,257,338 30,520,772 28,858,552 △1,662,220 △5.4 

営 業 外 損 益 61,256,467 60,605,661 65,537,080 4,931,419 8.1 

特 別 利 益 70,049 607,271 64,603 △542,668 △89.4 

特 別 損 失 193,771 5,923,282 293,064 △5,630,218 △95.1 

特 別 損 益 △123,722 △5,316,011 △228,461 5,087,550 △95.7 

総 収 益 567,161,182 565,035,667 580,404,680 15,369,013 2.7 

総 費 用 552,366,879 570,471,630 567,853,174 △2,618,456 △0.5 

当 年 度 純 損 益 14,794,303 △5,435,963 12,551,506 17,987,469 △330.9 

前年度繰越利益剰余金 

（△前年度繰越欠損金） 
228,260,402 230,901,970 225,466,007 △5,435,963 △2.4 

そ の 他 未 処 分 利 益 

剰 余 金 変 動 額  
0 0 0 0 0.0 

当年度未処分利益剰余金 

(△当年度未処理欠損金) 
243,054,705 225,466,007 238,017,513 12,551,506 5.6 
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３ 財政状態 

(1) 資産及び負債・資本 

（単位：円、％） 

年 度 

科 目 

令和 2 年度 令和 3 年度 比 較 

金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 増減率 

資 

 

産 

固

定

資

産 

有 形 固 定 資 産 6,562,263,740 89.1 6,387,807,654 88.6 △174,456,086 △ 2.7 

投 資 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

小 計 6,562,263,740 89.1 6,387,807,654 88.6 △174,456,086 △ 2.7 

流 動 資 産 806,911,329 10.9 823,771,135 11.4 16,859,806 2.1 

資 産 合 計 7,369,175,069 100.0 7,211,578,789 100.0 △157,596,280 △2.1 

負 

 

債 

固 定 負 債 2,434,351,598 33.0 2,330,675,159 32.3 △103,676,439 △4.3 

流 動 負 債 268,045,341 3.6 253,828,735 3.5 △14,216,606 △ 5.3 

繰 延 収 益 2,008,183,006 27.3 1,934,656,848 26.8 △73,526,158 △3.7 

負 債 合 計 4,710,579,945 63.9 4,519,160,742 62.6 △191,419,203 △ 4.1 

資 

 

 

本 

資 

本 

金 

資 本 金 2,352,012,033 31.9 2,373,283,450 32.9 21,271,417 0.9 

小 計 2,352,012,033 31.9 2,373,283,450 32.9 21,271,417 0.9 

剰 

余

金 

資 本 剰 余 金 3,653,340 0.1 3,653,340 0.1 0 0.0 

利 益 剰 余 金 302,929,751 4.1 315,481,257 4.4 12,551,506 4.1 

小 計 306,583,091 4.2 319,134,597 4.5 12,551,506 4.1 

資 本 合 計 2,658,595,124 36.1 2,692,418,047 37.4 33,822,923 1.3 

負 債 ・ 資 本 合 計 7,369,175,069 100.0 7,211,578,789 100.0 △157,596,280 △ 2.1 
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① 資産について 

資産について前年度と比較すると、有形固定資産が１億７，４４５万６，０８６円（2.7％）

減少し、構成比率は８８．６％となっている。その主なものは機械及び装置１，５０２万

２，２１９円（5.0％）の増、建物２２万１，１６０円（0.2％）の増、構築物１億８，４

９２万８，３５６円（3.1％）の減、工具器具及び備品６２５万７０円（11.4％）の減、車

両運搬具７２万１，０３９円（20.2％）の減となっている。 

 流動資産は１，６８５万９，８０６円（2.1％）増加し、構成比率は１１．４％となって

いる。その主なものは現金・預金２，０１０万５，６５９円（2.7％）の増となっている。 

 

② 負債について 

 負債について前年度と比較すると、固定負債が１億３６７万６，４３９円（4.3％）減少

し、構成比率は３２．３％となっている。これはすべて企業債である。 

流動負債は１，４２１万６，６０６円（5.3％）減少し、構成比率は３．５％となってい

る。その主なものは未払金３，１１４万６００円（21.2％）の減となっている。 

繰延収益は７３５２万６，１５８円（3.7％）減少し、構成比率は２６・８％となってい

る。 

 

③ 資本について 

 資本金について前年度と比較すると、２，１２７万１，４１７円（0.9％）の増となって

いる。 

 剰余金について前年度と比較すると、資本剰余金は変わらず、利益剰余金は１，２５５

万１，５０６円（4.1％）の増となっており、合計で３，３８２万２，９２３円（1.3％）

の増となっている。 
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(2)企業債 

  企業債について過去 3 カ年度を比較すると次のとおりである。 

 

（単位：円） 

企業債の当年度末未償還額は、２４億５，５３５万１，５９８円で前年度に比較すると

８，６３２万５，４１２円減少している。 

 

（企業債の推移）                       （単位：百万円） 
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令和元年度 令和2年度 令和3年度

償還元金 借入額 年度末未償還額

年 度 

区 分 
令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

前年度末未償還残高 2,610,890,108 2,594,722,045 2，541，677，010 

当 年 度 借 入 額 85,000,000 45,000,000 21，000，000 

当 年 度 償 還 額 101,168,063 98,045,035 107，325，412 

当年度末未償還残高 2,594,722,045 2,541,677,010 2，455，351，598 


